
 
 

 

幼児教育の無償化について 
 

  子ども・子育て支援法の一部を改正する法律が、令和元年５月１０日に成立し、

今年１０月１日から実施されることになり、３歳から５歳までの幼稚園、保育所、

認定こども園などを利用する子どもたちの保育料が無償化され、０歳から２歳ま

での住民税非課税世帯の子どもたちも対象になります。 

 

１．対象者・対象範囲等 

 （１）幼稚園、保育所、認定こども園等 

   ・幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育、企業主導型保育（標準的な利

用料）の利用料を無償化 

※ 給食費（主食費・副食費）、行事費などは、無償化の対象外となります。

ただし、年収３６０万円未満相当世帯などの子どもについては、副食費

の免除が予定されています。 

 

（２）幼稚園の預かり保育 

   ・保育の必要性の認定を受けた場合、幼稚園保育料に加え月額１１，３００円

までの範囲で無償化 

 

（３）認可外保育施設等 

   ・３～５歳：保育の必要性の認定を受けた場合、月額３７，０００円までの利

用料を無償化 

※ 認可外保育施設のほか、一時預かり事業、病児・病後児保育事業及びフ

ァミリーサポートセンター事業が対象となります。 

※ 上限額の範囲内において、複数サービスの利用も可能です。 

・０～２歳：保育の必要性があると認定された住民税非課税世帯の子どもを対

象として、月額４２，０００円までの利用料を無償化 

 

２．今後の予定 

令和元年 ６月   ６月議会へ保育料条例を提案 

７月～  施設・事業者への説明と対象施設からの確認申請 

           住民・利用者への周知 

      ８月～  利用者からの施設等利用給付認定の申請 

      ９月   ９月議会へ予算などの関係議案の提出 

対象施設の公示 

           副食費の免除対象者の決定・通知等 

           ９月分保育料切替処理と通知 

     １０月   幼児教育の無償化開始 
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